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総論 Ⅱ ２ ローカル・アベノミクスの推進  ii）医療・介護・ヘルスケア産業の活性化・生産性の向上 

  国民の利便性向上という観点から、今回の成長戦略では、セキュリティの確保を徹底しつつ、2020年までの５か年間を「集中
取組期間」として、医療等分野におけるICT化を徹底的に推進することとしている。  

  地域の医療等分野の現場における医療情報の共有・活用により、これまで情報の共有ができなかったこと等のために発生して
いた検査や処方等の重複を防止し、国民負担を軽減する。加えて、匿名化した医療等のビッグデータの活用も進めることにより、
医療や介護とも密接に連携した健康・予防関連サービスが活性化する。さらに、診療に際して医師等が接する情報の量と質の
向上等によりサービスの質自体も一層向上することで、国民の利便性は大きく向上していくこととなる。  

  また、医療・介護政策に関する質の高い情報分析やその結果の提供が可能となり、政策に関する国民各層での議論・理解が
深まることや、世界に冠たる医療等分野でのデータベースの構築により医薬品等の安全対策の充実や研究開発の飛躍的な促
進も期待されるなど、医療等分野のICT 化の促進には、幅広い効果が期待されている。 

Ⅳ.改訂戦略の主要施策例  ２．ローカル・アベノミクスの推進  ii）医療・介護・ヘルスケア産業の活性化・生産性の向上 

〇 医療等分野における番号制度の導入 
 ・ セキュリティの徹底的な確保を図りつつ、マイナンバー制度のインフラを活用し、医療等分野における番号制度を導入する。
【2018年から段階的運用開始、2020年までに本格運用】 

 ・ 地域の医療機関間の情報連携や、研究開発の促進、医療の質の向上に向け、医療等分野における番号の具体的制度設計
や、固有の番号が付された個人情報の取扱いルールを検討する。【本年末までに一定の結論を得る】 

〇 地域医療情報連携ネットワーク/電子カルテの普及促進 
 ・ 2018年度までに、地域医療情報連携ネットワークの全国各地への普及を実現する。また、2020年度までに、地域医療におい
て中核的な役割を担うことが特に期待される400床以上の一般病院における電子カルテの全国普及率を90％に引き上げる。 

 ・ 上記の目標実現のため、地域医療介護総合確保基金による病床の機能分化・連携のためのネットワーク構築費用の支援策
等を講じる。また、次期診療報酬改定時に、診療報酬におけるICTを活用した医療情報連携の評価の在り方を検討する。 

〇 医療等分野政策へのデータ活用の一層の促進 
 ・ 医療介護データの政策活用推進に向けた具体的施策と実施スケジュールを盛り込んだ「医療等分野データ利用プログラム
（仮称）」を策定する。 【本年度中に策定】 
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二 戦略市場創造プラン テーマ１：国民の「健康寿命の延伸」  （３）新たに講ずべき具体的施策 

②医療・介護等分野におけるICT化の徹底  
  （略） 
・ マイナンバー制度のインフラを活用した医療等分野における番号制度の導入 
   公的個人認証や個人番号カードなどマイナンバー制度のインフラを活用して、医療等分野における番号制度を導入する
こととし、これを基盤として、医療等分野の情報連携を強力に推進する。 具体的にはまず、2017年７月以降早期に医療保
険のオンライン資格確認システムを整備し、医療機関の窓口において個人番号カードを健康保険証として利用することを
可能とし、医療等分野の情報連携の共通基盤を構築する。また、地域の医療情報連携や研究開発の促進、医療の質の
向上に向け、医療等分野における番号の具体的制度設計や、固有の番号が付された個人情報取扱いルールについて検
討を行い、本年末までに一定の結論を得て、2018年度からオンライン資格確認の基盤も活用して医療等分野における番
号の段階的運用を開始し、2020年までに本格運用を目指す。 

 
・医療等分野でのデータのデジタル化・標準化の推進／地域医療情報連携（介護を含む。）等の推進 
   医療等分野でのデータの電子化・標準化を通じて、検査・治療・投薬等診療情報の収集・利活用を促進する。また、患
者の利便性向上などの観点から、医療等分野の番号を活用した医療介護現場での情報連携の促進を図る。このため、
2018年度までを目標に地域医療情報連携ネットワーク（病院と診療所間の双方向の連携を含む。）の全国各地への普及
を実現するとともに、2020年度までに地域医療において中核的な役割を担うことが特に期待される400床以上の一般病院
における電子カルテの全国普及率を90％まで引き上げ、中小病院や診療所における電子カルテ導入を促進するための環
境整備を図る。 

   これらの目標実現のため、各都道府県が策定する医療計画等に地域医療情報連携ネットワークの今後の取組を記載す
ることを促すとともに、地域医療介護総合確保基金による病床の機能分化・連携のためのネットワーク構築費用の支援策
等を講ずる。また、次期診療報酬改定時に、診療報酬におけるICTを活用した医療情報連携の評価の在り方を検討する。
あわせて、診療行為の実施結果（アウトカム）の標準化されたデジタルデータの構築、ネットワーク構築に係るシステム仕様
等の標準化、クラウド化等により、ネットワークの構築コスト及び運営コストの低減を図る。 

   また、医療サービスの質の向上を図るため、患者本人が自らの医療情報を生涯にわたって経年的に把握し、健康管理に
活用できるよう、特定健診データをマイナポータルを含むマイナンバー制度のインフラ等を活用し、2018年を目途に個人が
電子的に把握・利用できるようにすることを目指し、まずは、保険者を異動した場合でも特定健診情報の円滑な引継ぎが可
能となるよう、本年度中を目途にデータの引継ぎ方法等について検討を行い、結論を得る。 

２ 



   さらに、患者自身が服薬情報をいつでも、どこでも入手し、薬局薬剤師等から適切な服薬指導等を受けられるよう、本年
度中に電子版お薬手帳の更なる機能性の向上について検討を行い、2018年度までを目標とする地域医療情報連携ネット
ワークの全国各地への普及と併せて国民への普及を進める。  

   上記の特定健診データや服薬情報に加えて、患者本人が自らの生涯にわたる医療情報を経年的に把握できるようにする
ための方策について、来年度末までに検討し結論を得る。この他、在宅医療・介護分野における多職種が共有すべき情報
項目等の標準化に向けた取組を進める。 なお、上記目標については、次世代医療ICT基盤協議会において達成状況等を
随時点検する等、PDCAによる不断の見直しを行うこととする。  

 
・ 医療介護政策（医療介護の質の向上、研究開発促進、医療介護費用の適正化等）へのデータの一層の活用  
   更なる健康長寿社会の実現を目指して、データに基づく保健指導など保険者機能の強化、データベース分析を活用した
ベンチマーキングなどを通じた医療介護の質の向上や医療介護費用の適正化、大規模医療情報の収集・分析等による創
薬等の研究開発環境の整備や医薬品等の安全対策の推進など、医療等分野における番号制度の導入等を契機として、適
切なルールの下、医療介護データの政策活用を飛躍的に推進する。  

   このため、2020年までを目標に、国等が保有する医療等分野の関連データベースについて、患者データの長期追跡及
び各データベース間での患者データの連携を実現するための基盤整備を図ることとし、可能なものから順次進める。  

   さらに、これらのデータを活用した医療の標準化や質の評価の仕組み、費用対効果分析や医療介護費用の適正化、地
域における医療機能の分化・連携に資する分析、研究開発（臨床研究、コホート研究等）、医薬品等の安全対策等の活用
方策（情報の取扱いに関するルール等の検討も含む。）についても併せて検討する。  

   これらの実現に向けた具体的施策と実施スケジュールを盛り込んだ「医療等分野データ利活用プログラム（仮称）」を本年
度中に次世代医療ICT基盤協議会において策定する。また、各種データベースの運用や情報の収集・分析などを含め、医
療等分野の情報の活用を一元的に担う司令塔機能の強化を図る。 

３ 


